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研究成果の概要（和文）：イノベーション、コーポレート・ブランド、ノウハウ、知識創造、チームワーク、などのイ
ンタンジブルズへの注目が高まっているが、そのマネジメント・コントロール（MC）に関する研究は手付かずの状態で
ある。そこで「知的資産経営報告書」の効果を調査するため、中小企業2社に対する聞き取り調査を実施した。その結
果、「知的資産経営報告」の作成は自社のもつインタンジブルズの理解を促進していることがわかった。しかし、イン
タンジブルズを指標化し、戦略と結びつけてシステマチックにマネジメントするという段階には至っておらず、いまだ
インタンジブルズを活用した経営を実現する中小企業は少ないことが推察された。

研究成果の概要（英文）：Intangible assets which include innovation, corporate brand, know-how, knowledge 
management, team work are now regarded as important as tangible assets by accounting researchers and 
practitioners. However, management control of intangibles has not been well researched yet. Then, we 
interviewed two of the small and middle sized Japanese firms who prepare an intellectual capital report 
in Japan. We found that the preparation of the intellectual capital report encouraged the members of the 
firms to realize their intangible assets and appreciate them. However, both the two firms were not in the 
stage of strategically manage their intangible assets. This implies that there is a room for them to 
utilize intangibles for the competitive advantages.

研究分野：管理会計

キーワード： マネジメント・コントロール　インタンジブルズ　KPI　中小企業
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 実務においては、のれんや特許権などの
知財だけでなく、貸借対照表には表れないイ
ノベーション、コーポレート・ブランド、技
術力、ノウハウ、知識創造、チームワーク、
従業員のスキル、能力、意欲などの幅広い無
形の資産－インタンジブルズ－への注目が
集まっている。Kaplan & Norton (2004)は、
インタンジブルズが企業価値の 75%以上に
なるとも指摘している。 
 
(2) 財務会計の分野ではすでに、インタンジ
ブルズの識別とインタンジブルズの測定に
関する研究が始まっている。しかし、インタ
ンジブルズのマネジメント・コントロール
（MC）に関する研究は管理会計の分野にお
いてまだ手付かずの状態である。 
 
 
２．研究の目的 
インタンジブルズのマネジメント・コントロ
ール（MC）を明らかにするために、優れた
MC実務のメカニズムを明らかにし、それを
うけて汎用性の高い効率的・効果的なMCツ
ールを開発することを目指す。具体的には、
インタンジブルズのMCに関して、以下の３
つを研究目的として設定する。 

(1) メカニズムを解明する 
(2) モデルを開発する 
(3) ツールを開発する 

 
 
３．研究の方法 
(1) 多数の日本企業を対象に、予備的調査と
してのケーススタディを実施する。 
(2) （1）で行ったケーススタディの中から
優れたケースを選抜し、徹底的なケーススタ
ディを実施して、インタンジブルズのマネジ
メント・コントロール（MC）のための理論モ
デルを構築する。 
(3) (2)で構築した理論モデルを用いてアク
ション・リサーチを行う。 
 
 
４．研究成果 
(1)インタンジブルズ情報の開示にいたるま
での経過に関する文献整理 
①インタンジブルズ情報開示の契機 
無形の資産である「インタンジブルズ」の
重要性が認識されるようになったきっかけ
は、株価によって表される企業価値と貸借対
照表上で表される純資産の簿価との差が大
きくなってきたためである。株式市場での企
業価値と貸借対照表の純資産との比率であ
る株価純資産倍率は上昇しており（レブ , 
2002）、インタンジブルズは企業価値の 75%
以上になるとの指摘もある（Kaplan & 
Norton,  2004）。 

 
②インタンジブルズ情報についての報告

書作成に関する議論 
株価純資産倍率の上昇という現象を背景
として、財務会計研究者を中心に貸借対照表
に表れないインタンジブルズを測定し開示
しようとする研究が進展した。アメリカでは
米国公認会計士協会（AICPA）のジェンキン
スレポート（2001）と財務会計基準審議会
（FASB）のスペシャルレポート(2001)をはじ
めとする文書のなかで、インタンジブルズを
開示することの重要性が指摘されている。ま
たヨーロッパでは、インタンジブルズの開示
方法を検討するMERITUMプロジェクトが開始
された（古賀, 2005)。  
欧米でのインタンジブルズ情報開示にか
かわる活動の進展をみて、日本でも経済産業
省主催の「ブランド価値評価研究会」（2001
－2002）が発足し、インタンジブルズ情報開
示の運動が始まった。そして、その後の議論
を経て、インタンジブルズに関する情報を開
示する媒体として、「知的資産経営報告書」
が提案された。現在ではインタンジブルズに
かかわる情報の開示は、大企業では「CSR 報
告書」、中小企業は「知的資産経営報告書」
と 2極化する傾向が見られる（古賀・姚・島
田，2011） 
 
③インタンジブルズ情報の開示目的 
インタンジブルズに関する情報開示の目
的は、国によって多少異なっている。アメリ
カでは主に外部報告目的で作成されるのに
対して、ヨーロッパを中心とする MERITUM 方
式では、外部報告目的だけではなく内部管理
目的も重視している。 
一方、日本の「知的資産経営報告書」は
MERITUM 方式に近く、「外部コミュニケーショ
ン・ツール」と「内部マネジメント・ツール」
の目的で活用されることが意図されている。 
「知的資産経営報告書」を作成している日
本の中小企業 28 社に対して実施された質問
票調査の結果では、情報開示をする対象とし
ては“従業員”が最も多く、次いで“新規開
拓の顧客”“従来からの取引先、協力企業グ
ループ”という順になっており、自社の従業
員にたいするインタンジブルズの理解促進
が重視されていることがうかがわれる（古
賀・姚・島田, 2011）。また「知的資産経営
報告書」を作成している中小企業 24 社にた
いする質問票調査の回答結果に基づく分析
では、「知的資産経営報告書」にたいして“マ
ネジメント効果がある”と感じている経営者
ほど“満足度が高い”という結果となってい
る（中森, 2011）。 
以上のように、「知的資産経営報告書」は
会社内部のマネジメントを目的としている
側面がある。しかし、現在までの研究や調査
では、実際に「知的資産経営報告書」を通じ
てどのように内部マネジメントが行われて
いるのかは明らかになっていない。つまり、
日本においては、インタンジブルズを開示す
るための報告書については研究が進んでい



るが、その活用方法、そしてインタンジブル
ズのマネジメントはいまだ明らかになって
いないのが現状である。 
 
(2)大企業におけるインタンジブルズ 
「MERITUM プロジェクトのガイドライン」
によれば、インタンジブルズは、人的資産（従
業員が退職とともに持ち去る知識であり、
人々の知識、スキル、経験、才能、チームワ
ーク力、モチベーション、教育などが含まれ
る）、構造資産（従業員がその仕事から去っ
ても会社内に残る知識であり、組織的なルー
ティン、手続き、システム、文化、データベ
ースなどが含まれる）、関係資産（顧客、サ
プライヤー、研究開発の提携パートナーなど、
会社の対外的関係に付随するすべての資源）
の 3つに分類されている。 
このように幅広い内容を含むインタンジ
ブルズのなかから、特にイノベーション（構
造資産）と組織文化（構造資産）に関するイ
ンタンジブルズのマネジメントを調査する
ために、エーザイ、YKK、パナソニックの 3
社にたいして聞き取り調査を実施した。 
エーザイでは、人類の健康に奉仕するとい
う意味の「ヒューマン・ヘルス・ケア（hcc）」
いう理念が浸透しており、理念に基づく経営
が行われている（構造資産）。この理念によ
る経営をさらに促進するために、社内には知
創部が設置されている（2011.5.11 聞き取り
調査実施）。 
YKK でも、創業者が提唱した「善の循環」
（他人の利益を尊重することで自社にも利
益がもたらされるという考え方）に基づく経
営が行われており、この理念をさらに社員に
浸透させるために経営企画部が中心となっ
て教育が行われている（構造資産）
（2013.3.13 聞き取り調査実施）。 
さらに、パナソニックでは、イノベーショ
ン（構造資産）のマネジメントが行われてお
り、それには知財部と研究開発部門がかかわ
っている。知財部では従来、特許の出願のた
めの事務的業務が中心であったが、経営戦略
上の特許の重要性が認識されるにつれて、同
社の特許戦略を決定するうえで知財部は重
要な役割を担うようになった（2011.3.17 聞
き取り調査実施）。 
一方、同社の研究開発部では、知財部と連
携をとりながら、“フェーズマネジメント”
という仕組みを活用して効率的に社内での
研究活動をマネジメントしている。しかし、
内部での研究だけでなく、会社の外部に存在
する優れた研究をすばやく導入するために、
よい研究を見分ける目利き能力をもった人
材の育成が重要となっている（2011.12.20 聞
き取り調査実施） 
しかし、こうした大企業では、組織の規模
が大きく、また複雑な要因が絡むことから、
組織文化やイノベーションといったインタ
ンジブルズのマネジメントの全体像をつか
むことは難しいという結論にいたった。そこ

で次に、インタンジブルズの管理がより明確
に観察できる中小企業に焦点を当てること
にした。 
 
(3)中小企業におけるインタンジブルズのマ
ネジメント 
中小企業は、大企業のように豊富な人的資
源や財務的資産に恵まれていないからこそ、
自社がもつインタンジブルズを磨き上げ、そ
れを管理することがその生き残りのために
は重要となる。その際に、インタンジブルズ
を識別し、そのマネジメントを支援するツー
ルの一つが「知的資産経営報告書」である。
「知的資産経営報告書」は政府によって導入
が提唱された結果、中小企業において多く導
入され、2012 年現在では中小企業基盤整備機
構の支援のもとで「知的資産経営報告書」は
300 社以上の中小企業で作成されている。 
「知的資産経営報告書」は、企業が持つ技
術、ノウハウ、人材などの知的資産を示し、
それらをどのように活用して企業の価値創
造につなげていくかを示す報告書であるた
め（近畿経済産業局，2008）、「知的資産経営
報告書」を分析することで各社が認識してい
るインタンジブルズ、およびそのインタンジ
ブルズの維持と管理のあり方を知ることが
できる。ここでの第 1の研究課題は、企業が
認識するインタンジブルズの中身を明らか
にすることである。 
次に、インタンジブルズが経営に役立つた
めには、インタンジブルズを把握するだけで
なく、それを戦略と明確に結びつけることが
重要である。キャプランとノートンは、無形
の資産の価値は、戦略を実行するうえで役立
つかどうかで決まると述べている（Kaplan 
& Norton, 2004）。また、㈱アクセル(2009)
は、「知的資産経営のスパイラルモデル」と
して 4つのフェーズを提案している（フェー
ズ１：知的資本の可視化、フェーズ２：ビジ
ョンを描き、戦略の方向性を決める、フェー
ズ３：具体的な行動計画を決める、フェーズ
４：成果を実現し、ステークホルダーに伝え
る）。そのなかでも、第１フェーズではイン
タンジブルズを識別し、第 2フェーズではイ
ンタンジブルズと「戦略の方向性」を決定す
る。つまり、インタンジブルズを把握した後
には、戦略実行のためにインタンジブルズを
適切に配置する必要があることを示唆して
いる。そこで、第 2の研究課題は、戦略と関
連づけたインタンジブルズのマネジメント
のあり方を明らかにすることである。 
以上で述べた 2つの研究課題は、本研究プ
ロジェクトの研究目的(1)インタンジブルズ
のマネジメント・コントロール（MC）のメカ
ニズムの解明に該当するものである。まとめ
ると、「知的資産経営報告」を作成している
中小企業を対象として、以下の 2点を調査す
る。 
① 何をインタンジブルズだと認識している
のか 



② インタンジブルズと戦略とをどう関連付
けてマネジメントしているのか 
現在、この 2点について明らかにする先行
研究が少ないことから、少数の企業にたいし
てインテンシブな聞き取り調査を実施した。 
調査企業の選択基準は、「知的資産経営報
告書」を作成している中小企業のうち、関西
に所在し（アクセスの容易さのため）、継続
的にこれを作成し、活用しているということ
である。この条件を満たした 3社を選択して
聞き取り調査を実施し、さらにこの 3社のな
かで、インタンジブルズ相互の関係を明確に
表現している 2社の「知的資産経営報告書」
を取り上げて分析した。対象企業は以下の 2
社である（かっこ内の数字は聞き取り調査を
実施した回数）。 
・中農製作所（3回） 
・昭和電機㈱（1回） 
 
① 何をインタンジブルズだと認識してい
るのか 
この 2 社の「知的資産経営報告書」では、
各インタンジブルズ相互の関係は「価値創造
ストーリー」としてまとめられている。それ
を「MERITUM プロジェクトのガイドライン」
の分類である構造資産、関係資産、人的資産
の３つに整理したのが以下の表である。 
まず中農製作所の人的資産のひとつは「技
術スタッフの高い技術能力」であり、これに
よって同社の「高い技術力・短納期での生産」
が可能になっている。また別の人的資産であ
る営業スタッフによる「高いマーケティング
力」は、顧客への「短期の見積もり」を可能
にしている。 
こうした人的資産が土台となって、「素材
調達・精密切削加工・熱処理・表面処理・組
立までの一貫した受注生産」、「高度な測定技
術による品質保証力」などの構造資産が実現
している。 
一方、異業種交流会や展示会への出展など
を通して他社との結びつきが生まれた結果、
生産ネットワーク（関係資産）が構築され、
短納期生産が可能になっている。つまり、同
社のインタンジブルズは、人的資産に多くを
負っているといえる。 

 次に、昭和電機の「知的資産経営報告書」
の価値創造ストーリーを構造資産、関係資産、

人的資産の３つに整理したのが以下の表で
ある。 
同社では、いくつかの特徴ある構造資産を
構築し保有している。同社で実施しているセ
ル生産方式（構造資産）は、顧客に短納期で
の製品の提供を可能にしている。ただし、こ
のセル生産による短納期の実現は、同社と協
力会社との間に結ばれた EDI システム（構造
資産）があってこそ可能となっている。この
EDI システムによって、同社が必要としてい
る材料の種類や数などが瞬時に協力会社に
伝わることで、すばやい部品供給が可能にな
っている（関係資産）。 
 また、同社が顧客との間に継続的なパート
ナーシップを築くことを可能にしているの
は（関係資産）、同社の従業員の約半数近く
を占める営業スタッフの存在である（人的資
産）。この営業スタッフは、顧客のニーズを
理解し、ソリューションを提案するよう上司
から指導されている。その際に活用されるの
が顧客相談情報データベース（構造資産）で
ある。営業スタッフはこのデータベースを活
用しながら、顧客の疑問にすばやく答えるこ
とで、顧客の利便性を図ると同時に、顧客の
更なるニーズを明確にし、それにたいするソ
リューションを提供することを目指してい
る。 
 さらに営業スタッフが収集した顧客ニー
ズは社内にフィードバックされ、技術者に伝
達された後に、それが新製品開発に結びつく
こともある。 
 以上のように昭和電機では、人的資産だけ
でなく、特徴のある構造資産（セル生産方式、
顧客情報データベース、EDI システム）と人
的資産を相互作用的に働かせながら顧客の
ニーズを満足させている、という点に特徴が
ある。 

 
② インタンジブルズと戦略とをどう関連
付けてマネジメントしているのか 

 しかし、調査を実施した 2社ともに共通す
る課題は、戦略とリンクしたインタンジブル
ズのマネジメントのために、適切な KPI の選
定が必ずしもシステマチックに行われてい
ないという点である。 
 中農製作所の場合は、戦略の方向性の一つ
として１）自動車部門、２）産業機械部門、

(2014年知的資産経営報告書より）

効果

人的資産 技術スタッフの高い技術能力
難易度の高い製品の
受注

高いマーケティング力 短期の見積もり

チームワーク力、従業員の高い定着率
高い技術力・
短納期での生産

構造資産
素材調達・精密切削加工・熱処理・表面
処理・組立までの一貫した受注生産

高い技術力

高度な測定技術による品質保証力 品質が高い

関係資産
優秀な購買先・専門業者とのネットワーク
（160社）

短納期での生産・
高い技術力

・短納期を実現する高い生産能力
・幅広い要求に答えられる技術力
・コスト競争力
・高品質（不良品が少ない）
・見積もり時間が短い

中農製作所
（金属加工業)
従業員数：50名

(2014年知的資産経営報告書より）

効果

人的資産 製造技術者(多能化）
短納期・多品種・少量
生産への対応

経験豊富な設計技術者 新製品開発

豊富な営業スタッフ（全社員の約45%）
顧客との継続的なパー
トナーシップの構築

構造資産 セル生産（Beeダッシュプロジェクト）
短納期・多品種・少量
生産への対応

顧客相談情報データベース（is工房）
顧客との継続的なパー
トナーシップの構築・
新製品開発

風力測定試験設備（WINdo) 新製品開発

関係資産
技術力のある協力会社（EDIいとはんねっ
と）

短納期・多品種・少量
生産への対応

・短納期・多品種・少量生産への対応
・新製品開発
・顧客との継続的なパートナーシップ

昭和電機㈱
（業務用送風部品の製造販売)
従業員数：183名



３）ベトナム駐在員事務所、の３つの項目に
おける売上増大を目指すことが意図されて
いる。しかし、これを実現するために必要な
インタンジブルズとそのKPIを明確に定めて
マネジメントをしているわけではない。 
 また昭和電機では、平成 27 年度の目標と
して、売上高 100 億円、営業利益率 10%以上、
という客観的な数字を挙げている。しかし、
それを実現するためのインタンジブルズと
その KPI は明確にされていない。 
 以上のように、インタンジブルズに関する
情報を記載した「知的資産経営報告」は、中
小企業にとって自社のインタンジブルズを
理解するという点では知的資産を活用した
経営の第一歩となっている。しかし調査を実
施した 2社ともに、戦略を実現するためにイ
ンタンジブルズを測定するKPIを決定すると
いう段階には至っていない。この点が両社に
おけるインタンジブルズのマネジメント・コ
ントロールの課題である。 
 ただし、中農製作所のケースでは、「知的
資産報告書」を作成するごとに、戦略との結
びつきを強めるような変化が見られている。
このことから、自社のインタンジブルズを考
えて従業員相互の間で対話するという過程
が何らかの学習効果をあげていると考えら
れる。 
 今回の研究プロジェクトでは、当初予定し
た３つの研究課題（⑴メカニズムの解明、⑵
モデルの開発、⑶ツールの開発）のうち、⑴
メカニズムの解明について、その途中まで実
施することができた。３つすべての研究課題
に取り組むことはできなかったが、インタン
ジブルズのマネジメント・コントロールに関
する研究はいまだ多くはないことを考える
と、このプロジェクトでの成果はインタンジ
ブルズのマネジメントに関する研究に十分
な貢献ができたと考えられる。そして、イン
タンジブルズを積極的に戦略と結びつけて
マネジメントしようとする企業がまだ多く
はないことから、今後はアクション・リサー
チなどの企業と共同して行うリサーチ方法
が適していると考えられる。 
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